
１. 継続組織の前提に関する注記

　該当なし。

２．重要な会計方針

  (1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　市場価額のあるものは、時価法を採用している。

　　　満期保有目的の債券は原価法によっている。

　　　その他のものは原価法を採用している。

  (2)固定資産の減価償却の方法

　　　一括償却資産については3年の均等償却を行っている。

  (3)消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．重要な会計方針の変更

　該当なし。

４． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　    　目 前期末残高

基本財産

  投資有価証券 40,510,000

  定期預金 129,239,480

  普通預金 1,075,448

  預け金 265,035,149

小 　  計 435,860,077

特定資産

　事業積立資産 56,149,285

　管理運営積立資産 863,787

小 　  計 57,013,072

合  　 計 492,873,149

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　   　　目 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 45,760,000 （ 45,760,000 ） （ 0 ） -

  定期預金 114,239,480 （ 114,239,480 ） （ 0 ） -

  普通預金 1,075,448 （ 1,075,448 ） （ 0 ） -

  預け金 262,207,182 （ 262,207,182 ） （ 0 ） -

小   　計 423,282,110 （ 423,282,110 ） （ 0 ） （ 0 ）

特定資産

　事業積立資産 43,392,507 （ 0 ） （ 43,392,507 ） -

　管理運営積立資産 863,787 （ 0 ） （ 863,787 ） -

小  　 計 44,256,294 （ 0 ） （ 44,256,294 ） （ 0 ）

合  　 計 467,538,404 （ 423,282,110 ） （ 44,256,294 ） （ 0 ）

　財務諸表に対する注記

当期増加額 当期減少額 当期末残高

114,239,480

17,827,967

45,760,000

423,282,110

15,000,000

262,207,182

5,250,000

20,250,000 45,584,745

（うち指定正味財産か
らの充当額）

（うち一般正味財産か
らの充当額）

15,000,000 27,756,778

2,827,967

1,075,448

5,250,000

467,538,404

（うち負債に
対する額）

15,000,000 27,756,778 43,392,507

44,256,294

863,787



６． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

７．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態及び正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　　　　　①　金融商品に対する取組方針

組み込んだ複合金融商品により資産運用する。

当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債、仕組預金）のみであり、

一定の金額を限度としている。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

　　　　　②　金融商品の内容及びそのリスク

発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　　　　③　金融商品に係るリスク管理体制

　(ア)  資産運用規程に基づく取引

　　   金融商品の取引は、当法人の資産運用規程に基づき行う。

　(イ)  信用リスクの管理

　　 　債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。

　(ウ)  市場リスクの管理

       株式については、時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

       投資信託については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を理事会に報告する。

　　(2)  資産除去債務に関する注記

  　　　当法人は事務所に係る不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復義務を有している。

　　　しかし、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、かつ、将来移転等の予定もないことから、

　　　資産除去債務を合理的に見積もることができない。

　　　そのため当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

　　　　貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書に記載する事項は注記に記載しているため省略する。

69,350

　投資有価証券は、債券、株式、投資信託、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であり、

                   受　取　寄　付　金　振　替　額 15,000,000

合    計 △ 15,069,350

　 　(1)  金融商品の状況に関する注記

　当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債券、株式、投資信託、デリバティブ取引を

内    容 金    額

　経常収益への振替額

                   基　本　財　産　受　取　利　息


